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1 1 1 危機管理課
交番の増設および警察官の増員について
【国への要望、県への要望】

　良好な治安を維持し、安全で安心して暮らせる地域社会を実現するため、犯罪認知件数が多く、交通
事故も増加傾向にある南草津エリアの交番の増設およびこれに対応した草津警察署への警察官の増員に
ついて、国への働きかけを含め、特段の配意をお願いしたい。
　また、山田交番についても交番施設が山田駐在所であったものを引き継いでおり、手狭となっている
ことから、地域の意見を踏まえて、移転等の検討を具体的に進めていただきたい。

継続 ○ ○

2 3 1 農林水産課
道の駅草津リノベーション事業の推進および支援について
【国への要望、県への要望】

　道の駅草津は、県と市が一体的に整備し、平成１５年に開設した施設であり、駐車場等の道路部分
は、道路管理者である県に整備いただいたが、現状としては、駐車場が狭く、日常的に混雑し、休日は
その傾向が著しくなっている。また、県道近江八幡大津線からは、駐車場へ左折進入はできるものの、
退出ができない状況にあり、道の駅の機能が十分に発揮できていない。
　このため、当市では令和３年度に県や関係団体並びに地元住民・農業者との意見交換を踏まえ「道の
駅草津リノベーション構想」を策定し、道の駅利用者の利便性の向上と烏丸半島周辺エリアの活性化を
進めるため、令和５年度に基本計画を策定し、令和７年度に基本設計を行い、事業に取り組んでいると
ころであり、令和１０年度中のリノベーション完了を目指している。
　県におかれては、市の事業と密に連携を図りながら、「滋賀県道路整備アクションプログラム２０２
３」で予定していただいているとおり、駐車場の拡大事業を着実に進めていただきますよう、特段の配
意をお願いしたい。
　また、県と共同で計画し、申請しております、内閣府の「地域未来交付金（地域未来推進型）」の本
事業に対する所要額の確実な交付について、国に働きかけていただきたく、特段の配意をお願いした
い。

継続 ○

3 5 2
企業立地
推進室

イノベーション集積拠点の創出に対する支援について
【国への要望、県への要望】

　当市では、スタートアップ企業、地域企業、支援機関、市民、学生など多様な主体が連携し、新たな
価値を創出する「（仮称）イノベーション集積拠点」の創出に向けた取組を推進するため、官民連携を
前提として事業化検討パートナーとの検討を進めている。
　一方で、同様の拠点は三大都市圏を中心に整備が進んでいるものの、地方都市における事例は少な
く、事業の成立性や実現可能性の整理に課題を抱えている。
　こうした中、令和８年３月１０日付けで都市再生特別措置法等の一部を改正する法律案が閣議決定さ
れ、都市機能のさらなる集積・連携による地域活性化を図るため、立地適正化計画に特定業務施設等
（オフィス、インキュベーション施設、集客施設等）を位置付け、用途・容積率の緩和制度の創設や施
設整備に対する金融支援が行われる予定となっている。
　つきましては、本取組が地方都市におけるスタートアップ・エコシステムの形成を促進し、地方創生
に資するものであることから、当市の取組に対する国の財政支援について、国に働きかけていただきた
く、特段の配意をお願いしたい。また、県による伴走支援についても、特段の配意をお願いしたい。

新規 ○

4 7 3
企業立地
推進室

地域産業クラスターの形成・拡大に向けた取組への支援に
ついて【県への要望】

　当市を含む滋賀県南部地域は、関西圏と東海圏の結節点に位置し、新名神高速道路等による空港・港
湾への良好なアクセスを有する地理的優位性に加え、関西圏の産業クラスターである医療・ライフサイ
エンス分野と東海圏の産業クラスターである電気機械・電子部品等のＡＩ・ものづくり分野の産業集
積、さらに大学等の知的資源を背景に、県内有数の産業都市として発展してきた。
　当市では、これらの産業基盤と知的資源を活かし、国が定める１７の戦略分野において、広域立地適
正化計画を策定の上、周辺自治体と連携しながら、地域未来戦略に基づく地域産業クラスターの形成に
取り組んでおり、産学官金の連携によるイノベーション集積拠点の創出、特区制度の活用による産業用
地の確保や高付加価値産業の集積によるサプライチェーンの強化等を通じ、地域経済の活性化と地方創
生の推進を目指しているところである。
　つきましては、当市および周辺自治体が連携して進める地域産業クラスター形成の取組が、滋賀県南
部地域にとどまらず、県全体の産業競争力の強化にも資するものであることを踏まえ、県主導により当
該取組を推進していただきたく、特段の配意をお願いしたい。

新規 ○
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5 9 4 農林水産課
水質保全施設「浮舟地区」の機能保全対策事業に対する
支援について【県への要望】

　水質保全施設「浮舟地区」は、琵琶湖の水質保全を目的として県営事業で整備された施設であり、平
成１８年度に県から譲与を受けて維持管理を行っている。
　施設完成から約２０年が経過する中で、老朽化による施設の故障等が発生し、一部施設において適正
な運転管理ができず、水質の改善に苦慮している状況であることから、令和７年度に当施設の機能保全
計画を策定した。
　今後、策定した機能保全計画を基に取り組む機能保全対策事業について、財政面や技術面での支援を
いただきたく、特段の配意をお願いしたい。

継続 ○

6 55 5 農林水産課
かんがい排水事業の推進について
【国への要望、県への要望】

　草津用水２期地区について、平成２８年度から事業着手し、現在鋭意進めていただいておりますが、
事業期間である令和１０年度までの４年間で事業完了するよう、国・県の予算確保ならびに、県営事業
推進体制の充実について、特段の配意をお願いしたい。また、当市の北西部湖辺地区における用水管更
新（石綿管）についても、令和５年度に着手いただき、令和１４年度までの事業期間であるが、老朽化
による破損事故の防止の観点から、早期の事業完了ができるよう国・県の予算確保ならびに、県営事業
推進体制の充実について、特段の配意をお願いしたい。更に、経営体育成基盤整備事業、常盤北地区に
ついて、令和６年度に着手いただいたところであるが、早い事業効果を得るためにも、事業計画期間の
令和１３年度までに、事業が完了できるよう国・県の予算確保ならびに、県営事業推進体制の充実につ
いて、特段の配意をお願いしたい。
　一方、電力料金や資材価格をはじめ物価の高騰に伴う維持管理コストの増大については、土地改良区
にとって、死活問題であるため、引き続き国・県の支援が頂けるよう、特段の配意をお願いしたい。

継続

7 57 6 農林水産課
馬場・山寺地区基盤整備事業に対する支援について
【国への要望、県への要望】

　当市の馬場・山寺地区の未整備田において、農地の大区画化、農地の集積集約を図り、地域農業の振
興と優良農地の確保・保全を進めるため、県営基盤整備（ほ場整備）事業について、本年度より工事着
手いただいたところであるが、早期の事業完了ができるよう、特段の配意をお願いしたい。
　また、国・県の予算確保ならびに、県営事業推進体制の充実についても特段の配意をお願いしたい。

継続

23 23 7

都市地域
戦略課

（商工観光
労政課）

烏丸半島および矢橋帰帆島を含む湖辺エリアのにぎわいと
交流の創出について【県への要望】

　烏丸半島や矢橋帰帆島、琵琶湖湖岸緑地など、当市の琵琶湖辺については、県が策定された「みどり
とみずべの将来ビジョン」における活用エリアに位置付けられ、琵琶湖辺の魅力を活かし、有効活用を
進めることにより、琵琶湖の保全に寄与していくことが求められている。
　烏丸半島においては、中央部（約９ｈａ）の民間活用について、当市（草津市土地開発公社）が滋賀
県に代わり、複合型観光集客施設事業実施事業者の選定を行ったところであり、今後は、県が主体とな
り、烏丸半島が県を代表する観光拠点の一つとなるよう、独立行政法人水資源機構が所管する、ホワイ
トビーチや多目的広場、烏丸レイクポートでの大規模イベントの開催等による利活用等を推進いただき
たい。
　また、矢橋帰帆島（下水処理場）については、THEシガパークにも位置づけられており、引き続き、県
内有数の観光入込客数を誇る公園として、桟橋の活用も含め、観光振興の視点で魅力の向上を推進して
いただきたい。
　さらに、琵琶湖湖岸緑地（都市公園）は、上記の烏丸半島から矢橋帰帆島を繋ぐ動線にあり、ビワイ
チやキャンプなどでの活用を更に促進できるよう、当市志那地域のトイレ水洗化と歩調を合わせ、社会
実験的なイベントなど、Ｐａｒｋ－ＰＦＩ制度による民間活力導入に向けて前進いただきたい。
　今後の当市湖辺を含む南湖の観光振興について、将来を見据え、県が積極的にリーダーシップを発揮
し、当市や大津市などの南湖周辺市間の連携、湖上交通による広域観光の実現に向けた企画・調整につ
いて、特段の配意をお願いしたい。

継続 ○

環境経済部
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8 59 1 保険年金課
国民健康保険制度の円滑な運営に係る財政支援について
【国への要望、県への要望】

　国民健康保険の財政基盤の安定と被保険者の負担の抑制を図るための一層の財政支援について国に働
きかけていただきたく、特段の配意をお願いしたい。
　また、第３期滋賀県国民健康保険運営方針において、県内保険料水準の統一目標年度を令和９年度と
するとともに、納付金の精算制度をはじめ更なる国保財政の安定に向けた仕組みを構築していくことが
示された。
　令和９年度の県内保険料水準の統一にあたっては、地方単独事業の減額調整にかかる法定外繰入金の
基準など、県が主導となり、各市町と十分に協議を行った上で、早期に県内保険料水準の統一に向けて
必要な事項を決めていただくとともに、県内統一の標準保険料率と現状の保険料率に乖離がある状況を
踏まえ、特定年度、特に初年度に被保険者に急激な負担が生じることがないよう、県の剰余金等を効果
的に活用いただくなど、県として特段の配意をお願いしたい。

継続

9 60 2 保険年金課
こどもの医療費に係る助成制度の国制度の創設および
県事業の拡充について
【国への要望、県への要望】

　こどもの医療費負担の軽減は、住む場所に応じた格差が生じないよう、国が全国統一の制度として出
生後から成人年齢である１８歳に達するまで実施するべきであることから、国の責任において子どもの
公費医療負担制度を構築されるよう引続き働きかけをお願いしたい。
　また、国による制度構築までの間は、県のこどもの医療助成制度について小学生・中学生も助成対象
となるよう拡充いただき、市町とともに事業展開いただけるよう、特段の配意をお願いしたい。

継続

10 11 3 障害福祉課
地域生活支援事業の国、県補助額の適正化について
【国への要望、県への要望】

　市町村地域生活支援事業は、地域の特性や利用者の状況に応じ、各市町村の柔軟な形態により事業を
効果的・効率的に行うとされているが、事業展開が積極的に図れるよう自立支援給付と同様に国の義務
としていただき、実績額を補助対象基本額とし、５０／１００の補助をしていただくとともに、移動支
援事業および日中一時支援事業については、自立支援給付に含め義務的経費としていただくよう国に働
きかけていただきたく、特段の配意をお願いしたい。
　また、県補助金についても同様に実績額の２５／１００の補助としていただくよう、特段の配意をお
願いしたい。

継続 ○ ○

11 61 4 保険年金課
精神障害者に対する医療費助成制度について
【県への要望】

　滋賀県におかれては、県民の声や各市町からの要望を受け、令和６年度より精神障害者保健福祉手帳
１級所持者等を、障害者（児）福祉医療助成制度に加えられ、精神障害者と身体障害者・知的障害者の
医療費助成水準の乖離の解消を図っていただいたところである。
　しかしながら、滋賀県の令和７年度末時点における精神障害者保健福祉手帳1級所持者は、同手帳所持
者の１０％に満たず、同様に県の福祉医療費助成制度の対象となっている身体障害者手帳１級・２級所
持者が全体の約４６％、療育手帳Ａ１、Ａ２所持者が全体の約２７％であることと比べると、依然とし
て対象者の範囲が乖離している。
　令和８年度以降も市町と協議いただく中で、この点の解消を図っていただきたい。

継続

12 62 5
介護保険課
障害福祉課

介護・障害福祉人材の育成・確保に向けた具体的かつ
効果的な施策の展開について
【国への要望、県への要望】

　介護分野の従事者について、一定の処遇改善がなされてはきているものの、現場においては引き続き
人材の確保・定着・育成が進まない現状がある。
　こうしたなかで、広域的な視点で各市町を先導し、具体的かつ効果的な施策を推進することについ
て、特段の配意をお願いしたい。
　また、障害福祉人材についても、介護人材同様の課題があることから、介護分野同様、特段の配意を
お願いしたい。

継続

13 64 6 健康増進課
滋賀県がん患者のアピアランスサポート事業について
【県への要望】

　がん患者のアピアランスサポート事業については、市町が購入費用の一部を助成した場合、県から補
助金（市町助成額１０千円を上限に２分の１）を交付いただいている。当市では、がん患者の経済的負
担をさらに軽減し、社会参加をより一層促進するため、令和８年度より、助成上限額をこれまでの１万
円から３万円に増額したところであるが、現在、県内すべての市町でアピアランスケアに関する助成が
行われている中、市町で助成額に差が生じている。
　このことから、県の補助上限を「各市町の助成額を上限に２分の１」としていただき、本事業が県と
市町が協力し、将来にわたり持続可能なものとなるよう、特段の配意をお願いしたい。

継続

14 65 7 介護保険課
要介護・要支援認定有効期間の見直しについて
【国への要望】

　現在、高齢者人口の増加に伴い要介護認定申請件数が増加し、関係者の負担も増加しており、申請日
から認定まで３０日以内とする法の基準を上回るケースが増加していることから、事務の効率化に資す
る要介護・要支援認定有効期間の新規申請および区分変更申請における期間を見直しすることについ
て、国に働きかけていただきたく、特段の配意をお願いしたい。

継続

健康福祉部
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15 12 1 幼児施設課
保育士の確保・定着につながる処遇改善について
【国への要望、県への要望】

　保育士等の確保・定着につながる処遇改善に向け、公定価格の継続した引き上げや保育士確保に係る
各種補助事業の充実、安定的な財源措置について国に働きかけていただきたく、特段の配意をお願いし
たい。
　また、子育て世代の流入などにより県南部地域の人口増が続くなか、県独自の処遇改善の実施など、
人材確保策の実施について、特段の配意をお願いしたい。

継続 ○

16 66 2
家庭児童
相談室

児童家庭相談業務体制の充実について
【県への要望】

　児童虐待対応の専門機関である児童相談所において、迅速かつ適切に業務を実施していただくため、
管轄地域の人口や要保護児童対応ケース数の規模に応じた経験豊富な職員の配置をしていただきたく、
特段の配意をお願いしたい。

継続

17 67 3 幼児課
滋賀県多子世帯子育て応援事業金の対象範囲の拡充
について【国への要望、県への要望】

　滋賀県多子世帯子育て応援事業の対象範囲を世帯の市民税所得割額に関わらず、世帯内のすべてのこ
どものうち第3子以降のこどもにかかる保育料に拡充することについて、特段の配意をお願いしたい。
　また、国制度についても多子カウントの年齢制限の撤廃について、国に働きかけていただきたく、特
段の配意をお願いしたい。

継続

18 68 4
発達支援
センター

高校生に対する切れ目のない支援の充実について
【県への要望】

  義務教育終了後から高校への適切な進路指導や切れ目なく支援を行うために、高校の特別支援教育の
取り組みについて、市町の小中学校や関係機関への情報発信を強化するとともに、特別支援教育の専門
家による高校への巡回相談の充実について、特段の配意をお願いしたい。
　また、高校における通級指導教室の設置の促進についても、特段の配意をお願いしたい。

新規

19 14 1
都市地域
戦略課

「広域的な立地適正化の方針」の策定による拠点連携型都
市構造の推進について
【県への要望】

　ＪＲ草津駅は、県内１位の乗降客数を誇り、ＪＲ線が２路線（琵琶湖線、草津線）乗り入れる交通結
節点である。当市では、その周辺地域において、これまで２期にわたり、内閣府の認定を受けた「中心
市街地活性化基本計画」を策定し、官民連携による多くの大規模プロジェクトの推進により、滋賀県南
部地域の中核駅に相応しい、魅力ある都市機能の集積を力強く進めてきたところである。
　また、今後、更なる人口減少・超高齢社会が進む中、県が掲げている、県内主要鉄道駅周辺等を広域
拠点として、県域の地域拠点、生活拠点および主要施設をネットワークで結ぶ「拠点連携型都市構造」
の展開に向けて、ＪＲ草津駅周辺地区は、県南部の交通結節点としての役割が益々高まると考えてい
る。
　そのため、「草津駅周辺エリア未来ビジョン」に掲げた県民の暮らしと経済を牽引する使命を果たす
ため、当市では、都市再生特別措置法に基づき、内閣府が政令で定める「都市再生緊急整備地域」の指
定を目指しているところであり、草津線沿線各自治体に対して、鉄道利用による都市機能の相互補完・
相互利用を前提とした、広域連携の駅前まちづくりを呼びかけているところである。
　ついては、県と草津線沿線自治体との連携により「広域的な立地適正化の方針」策定のコンセンサス
の形成について令和８年度に取り組み、令和９年度に県が主体となり方針を策定いただき、「拠点連携
型都市構造」を推進していただくよう、特段の配意をお願いしたい。

継続 ○ ○

20 16 2
都市地域戦

略課

草津ＰＡと連携したびわこ文化公園都市周辺エリアの
活性化に向けた取組について
【県への要望】

　名神高速道路の草津ＰＡは、広域交通において、近畿圏、中京圏、北陸圏から流入する多くの高速道
路利用者に利用され、将来的には、新名神高速道路を用いたリニア三重県駅から滋賀県南部エリアへの
玄関口となり得る立地であるとともに、県内交通においても都市計画道路山手幹線に隣接し、加えて、
ＪＲ琵琶湖線からも比較的近距離であるなど多様なリンクが集積する交通結節点（ノード）である。ま
た、多様な施設が集積するびわこ文化公園都市に隣接し、滋賀県南部エリアの活性化に寄与するポテン
シャルを有している。
　当市では、これらのポテンシャルを最大限に活用し、その効果を広く波及すべく、国や県等の関係機
関の支援を頂きながら、リンク・ノード・マネジメントの視点から草津ＰＡとの交通連携拠点の創出を
柱とする「草津ＰＡと連携した滋賀県南部エリア活性化基本構想」を令和５年６月に策定した。また、
令和７年度からは「びわこ文化公園都市将来ビジョン」を踏まえ、県により「交通活性化タスクフォー
ス」が設置され、草津ＰＡ周辺でのモビリティハブの形成など、びわこ文化公園都市周辺の交通課題解
決に向けた多様な施策の検討が行われてきた。
　ついては、びわこ文化公園都市周辺エリアの活性化に向けて、草津ＰＡ周辺での交通社会実験など短
期の取組や、山手幹線を利用した広域幹線バス路線の育成、ＢＲＴ等の新交通の導入、草津ＰＡ周辺で
のモビリティハブの形成など中長期の取組に加え、関係市をはじめとする立地各施設・機関等と連携
し、移動需要の創出に向けた継続的な取組を推進していくことについて、特段の配意をお願いしたい。

継続 ○

こども若者部

都市計画部
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21 19 3 交通政策課
地域公共交通の維持・強化に対する補助について
【国への要望、県への要望】

　バス交通については、コロナ禍以前の利用者まで回復していない状況に加え、深刻な運転者不足およ
び高齢化など、大変厳しい経営状況となっている。
　今後は、更なる高齢化が見込まれる中、多様な公共交通手段が相互に連携し、効率的かつ効果的で利
便性が高い持続可能な公共交通ネットワークを形成するためにも、バス交通不便地の移動手段としての
役割を担っているコミュニティバスおよびデマンド型乗合タクシーは必要不可欠となる。
　しかしながら、人件費・燃料費の高騰等による運行経費の増加により地域公共交通への市の財政負担
額は年々増加しており、当市のコミュニティバス事業で活用している「地域公共交通確保維持改善事
業」（地域内フィーダー系統補助）における補助では維持することが困難な状況であるため、当該補助
の上限額の撤廃について国へ働きかけていただきたく、特段の配意をお願いしたい。
　県におかれては、地域の公共交通支援の考えに即し、「地域内フィーダー系統補助」との協調補助を
実施していただくとともに、当市のデマンド型乗合タクシー事業で活用している、現行の「滋賀県コ
ミュニティバス等運行対策費補助金交付要綱」にある、前年度実績額を補助金の限度額とする補助金限
度額の特例の撤廃について、特段の配意をお願いしたい。

継続 ○ ○ ○

22 21 4 交通政策課
交通事業者の担い手（運転者等）確保に向けた支援
について【県への要望】

　交通事業者においては、慢性的な運転者の不足および高齢化の状況に加え、運転者の労働時間にも制
約がかかることになる労働時間改善基準改正いわゆる「２０２４年問題」により、その状況は更に深刻
化している。
　このような状況に鑑み、国におかれては、バス・タクシー等公共交通事業者の人手不足対策として、
交通事業者に対して担い手（運転者等）募集に係る費用や二種免許取得等の教育費用に対しての補助を
実施されているところである。
　滋賀地域交通ビジョンに基づき、地域交通によって「誰もが、行きたいときに、行きたいところに移
動できる」社会を目指す県におかれても、担い手（運転者等）募集や教育費用（二種免許取得等）補助
等、より効果が見込まれる直接人材確保につながるような、国の補助制度との協調補助の実施など、交
通事業者の担い手（運転者等）確保に向けた支援の実施について、特段の配意をお願いしたい。

継続 ○ ○

23 23 5

都市地域
戦略課

（商工観光
労政課）

【再掲】
烏丸半島および矢橋帰帆島を含む湖辺エリアのにぎわいと
交流の創出について【県への要望】

　烏丸半島や矢橋帰帆島、琵琶湖湖岸緑地など、当市の琵琶湖辺については、県が策定された「みどり
とみずべの将来ビジョン」における活用エリアに位置付けられ、琵琶湖辺の魅力を活かし、有効活用を
進めることにより、琵琶湖の保全に寄与していくことが求められている。
　烏丸半島においては、中央部（約９ｈａ）の民間活用について、当市（草津市土地開発公社）が滋賀
県に代わり、複合型観光集客施設事業実施事業者の選定を行ったところであり、今後は、県が主体とな
り、烏丸半島が県を代表する観光拠点の一つとなるよう、独立行政法人水資源機構が所管する、ホワイ
トビーチや多目的広場、烏丸レイクポートでの大規模イベントの開催等による利活用等を推進いただき
たい。
　また、矢橋帰帆島（下水処理場）については、THEシガパークにも位置づけられており、引き続き、県
内有数の観光入込客数を誇る公園として、桟橋の活用も含め、観光振興の視点で魅力の向上を推進して
いただきたい。
　さらに、琵琶湖湖岸緑地（都市公園）は、上記の烏丸半島から矢橋帰帆島を繋ぐ動線にあり、ビワイ
チやキャンプなどでの活用を更に促進できるよう、当市志那地域のトイレ水洗化と歩調を合わせ、社会
実験的なイベントなど、Ｐａｒｋ－ＰＦＩ制度による民間活力導入に向けて前進いただきたい。
　今後の当市湖辺を含む南湖の観光振興について、将来を見据え、県が積極的にリーダーシップを発揮
し、当市や大津市などの南湖周辺市間の連携、湖上交通による広域観光の実現に向けた企画・調整につ
いて、特段の配意をお願いしたい。

継続 ○ ○

都市計画部
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24 25 6
都市地域
戦略課

矢橋帰帆島公園の活性化について
【県への要望】

　滋賀県では、県内全体の公園の魅力を高める「ＴＨＥ シガパーク」という理念を掲げられ、矢橋帰帆
島公園（下水処理場）についても、公園の一つとして、令和５年度に「矢橋帰帆島公園活性化方針」を
定められ、賑わいの創出に取り組んでいただいているとともに、令和7年度には一部の遊具がリニューア
ルされ、令和８年度の整備完了を目指し進めていただいているところである。
　地元の老上西学区まちづくり協議会においては、中間水路や湖岸緑地を含む矢橋帰帆島全域を重要な
地域資源として捉え直し、令和４年度に立命館大学と連携し、「みんながつながるウォータータウン」
を策定された。現在、その実現に向けて中間水路を活用したカヌー体験会を自主開催されているところ
である。
　このことから当市においても地域とともにその実現に向けて積極的な取組を進めており、「矢橋帰帆
島公園活性化方針」の具体化については、河川区域を湖岸緑地の公園区域に含めることを検討いただ
き、周遊路の整備など、地域の意向を踏まえて実施いただきたい。
　淡海環境プラザについても、地域の環境保全活動等と連携を図り、「ＴＨＥシガパーク」の公園の中
でも唯一下水処理場があるという特徴を活かし、矢橋帰帆島公園と中間水路とが身近な自然「環境」を
学べる拠点となるよう、湖岸緑地公園を含め、矢橋帰帆島の一体的な利活用について検討をいただきた
い。
　これまで市や老上西学区まちづくり協議会が下水道課とともに取り組んできた「矢橋帰帆島公園活性
化方針」の協議内容や開かれた帰帆島の理念を新設されるＴＨＥシガパーク推進課に引き継いでいただ
きたい。

継続 ○ ○

25 28 7 交通政策課
JR南草津駅周辺エリアの交通対策について
【県への要望】

　ＪＲ南草津駅周辺エリアについては、交通渋滞の発生により、路線バス等の運行に支障が生じてお
り、公共交通の定時制が損なわれている状況である。
　県におかれては、滋賀県都市計画基本方針に示されている拠点連携型都市構造の実現に向けて、駅へ
のアクセス道路や駅前広場の整備・機能拡充等により、地域公共交通ネットワークの中心となるバス交
通の利用を促進し、走行環境を改善する対策の推進について特段の配意をお願いしたい。
　また、滋賀地域交通計画において、目指す地域交通の姿を「誰もが、行きたいときに、行きたいとこ
ろに移動ができる、持続可能な地域交通」とされている県において、引き続き、南草津駅周辺エリアの
交通渋滞の解消、ならびに公共交通の定時性等が確保されるスムーズな運行による利便性の向上を図る
ために、広域的な交通対策について共に取り組んでいただきたい。

継続 ○

26 30 1
土木管理課
都市地域
戦略課

（都）平野南笠線の整備促進について
【県への要望】

　（都）平野南笠線については、県の目指す広域道路ネットワーク形成において、「環びわこ放射状
ネットワーク」における放射状道路を構成する路線のひとつであり、滋賀県道路整備アクションプログ
ラム２０２３において、国道１号以東の区間を、拠点間ネットワーク整備事業として位置付けていただ
いた。
　当市においても、第６次草津市総合計画において、将来のまちの構造における「環状軸」として位置
付けており、新浜工区（（都）大江霊仙寺線～（都）大津湖南幹線）については、県に協力いただきな
がら事業を進めていくこととしている。
　引き続き、（都）平野南笠線の整備を推進していただくとともに、現在県において検討されている、
びわこ文化公園都市周辺における交通課題解決のための施策とも整合を図られるよう、特段の配意をお
願いしたい。

継続 ○ ○

27 32 2 土木管理課
滋賀京都連絡道路の整備について
【国への要望】

　主要地方道大津能登川長浜線（（都）山手幹線）および栗東水口道路Ⅰ供用後の影響を鑑み、その先
線の道路ネットワークとして、滋賀京都連絡道路（滋賀・京都間の新しい国道１号バイパス）の整備に
向け、計画段階評価を進めるための調査を着実に推進し、早期に事業化するよう、引き続き国に対して
積極的に働きかけていただきたく、特段の配意をお願いしたい。

継続 ○ ○ ○

28 34 3
土木管理課
河川課

草津川上流部の河川改修の促進について
【県への要望】

　近年、異常な豪雨が頻繁に発生し、草津川上流部では、令和３（２０２１）年８月大雨被害など、護
岸洗掘による破堤被害の危険性が増しつつあるため、市民の生命財産を守るためにも、令和５（２０２
３）年度末に策定された、「滋賀県河川整備５か年プラン」において、工事実施区間に位置付けられた
区間について、地域と連携した着実な事業実施をいただくとともに、引き続き、工事準備区間・整備検
討区間の早期事業化について、特段の配意をお願いしたい。

継続 ○ ○

都市計画部

建設部
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29 36 4
土木管理課
河川課

一級河川および県有地の適正な維持管理について
【県への要望】

　治水安全度の向上および周辺住民の生活環境の向上を図るために、草津川をはじめとした市内の一級
河川や草津川廃川敷等の県有地における年２回の草刈、不法投棄防止を含むパトロール強化、立木伐採
の適時実施および計画的な浚渫に取り組んでいただくよう特段の配意をお願いしたい。
　また、河川愛護活動事業については、参加団体が減少するなど、団体の負担が大きいため、実情に応
じたより一層の制度の見直しに取り組んでいただくよう特段の配意をお願いしたい。

継続 ○ ○

30 38 5 土木管理課
一般国道１号月輪電線共同溝の整備について
【国への要望】

　一般国道１号については主要幹線道路であるが、２車線で無電柱化されていない区間があり、災害時
の緊急輸送に支障をきたす可能性があることから、災害時における緊急輸送道路の機能を確保できるよ
う、順次、無電柱化を推進いただきたく、特に令和５（２０２３）年度から事業化いただいている月輪
電線共同溝の整備推進について、国に働きかけていただきたく、特段の配意をお願いしたい。

継続 ○

31 40 6
土木管理課
河川課

市街地における一級河川の改修と公共下水道（雨水）整備
との連携について
【県への要望】

　市街地において一級河川上流部が未改修となっていることから、大雨や台風などによる浸水被害軽減
のため、市が実施する公共下水道（雨水）整備の吐口となる、一級河川北川、狼川、十禅寺川、伊佐々
川の改修を積極的に進めていただきたい。
　特に河川整備計画に位置付けのある下記の河川について、特段の配意をお願いしたい。
　① 北川（国道１号より上流０．３㎞）の早期完成
　② 狼川（調査検討区間１．８㎞）の概略設計

継続 ○ ○

32 42 7 住宅課
公営住宅建替事業への支援について
【国への要望】

　老朽化が進んだ公営住宅の建替について、早期に事業着手が必要な団地を選定するため、令和３年３
月に策定した「草津市公営住宅建替基本計画」に基づき、計画の中で最も優先順位が高かった木川団
地、西一・下中ノ町団地について建替事業に着手するものである。
　建替事業に必要となる業務を実施するにあたり、円滑な事業実施が図れるよう交付金要望額の重点的
な確保について、国に働きかけていただきたく、特段の配意をお願いしたい。

継続 ○

33 44 8
草津川跡地
整備課

草津川跡地の整備に対する支援について
【国への要望、県への要望】

　草津川跡地について、優先整備区間とした区間２および区間５をそれぞれ、草津川跡地公園（区間
２）、草津川跡地公園（区間５）として平成２９（２０１７）年４月に供用開始した。
　今回の整備区間にあたる区間６について引き続き、県におかれては、草津川跡地整備事業に対する財
政支援と栗東市との共同事業のための支援、調整について、特段の配意をお願いするとともに、関連事
業である市道東草津北２号線の拡幅整備も含め、計画どおりの事業進捗が図れるよう支援を国に働きか
けていただきたく、特段の配意をお願いしたい。
　また、将来的な事業実施にあたっても、国および県からの支援について、国への働きかけを含め、特
段の配意をお願いしたい。

継続 ○

建設部
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34 70 9
草津川跡地
整備課

草津川跡地河口部の整備について
【県への要望】

　草津川跡地について、優先整備区間とした区間２および区間５をそれぞれ、草津川跡地公園（区間
２）、草津川跡地公園（区間５）として平成２９（２０１７）年４月に供用開始した。
　区間１については、河川管理者である県において一級河川琵琶湖の整備として、平成２８（２０１
６）年度から整備工事に着手され、令和元（２０１９）年度に、自転車歩行者道（左岸）を開通し、令
和３（２０２１）年度は湖岸道路アンダー部を整備いただいた。
　引き続き、河川内の整備とその活用、維持管理を検討いただきながら、事業の早期完了について、特
段の配意をお願いしたい。

継続

35 72 10 土木管理課
県道の交差点改良による渋滞緩和と歩道未整備区間の交通
安全対策について
【県への要望】

　主要地方道大津守山近江八幡線（浜街道）の歩道整備について、滋賀県道路整備アクションプログラ
ム２０２３に位置付けいただき、現在取り組んでいただいている事業を早期に進めていただきたく、特
段の配意をお願いしたい。
　また、交差点における慢性的な交通渋滞、および、歩道未整備の区間の安全対策の検討について、特
段の配意をお願いしたい。

継続

36 74 11 道路課
こども達が安全に通学や活動ができる道路整備について
【国への要望】

　当市では、草津市通学路等安全対策実施プログラムに基づき、地域と一体となって潜在的な危険箇所
を把握しながら通学路や未就学児移動経路における交通安全確保のための道路整備事業に取り組んでい
る。
　こうした中、令和元（２０１９）年には、滋賀県大津市の交差点で園児を巻き込んだ事故、令和３
（２０２１）年には千葉県八街市で小学生を巻き込んだ事故が発生し、交差点等における安全対策が全
国的な問題となっており、当該事業による交通安全対策を早期に推進する必要がある。
　引き続き、財政面での支援を国に働きかけていただきたく、特段の配意をお願いしたい。

継続 ○

37 76 12
道路課

公園緑地課
公共施設の適切な維持管理に対する支援について
【国への要望、県への要望】

　道路橋梁や舗装、公園など日常生活に不可欠な公共施設について、老朽化が進んでおり、ライフサイ
クルコストを踏まえた効率的な維持管理を行っていくためにも、点検や修繕について継続的に取り組む
必要があるが、地方自治体の負担は極めて大きくなっている。
　このため、引き続き、国および県からの財政面、技術面での支援が必要であり、公共施設の点検手法
の効率化等についても併せて国に働きかけていただきたく、特段の配意をお願いしたい。

継続

38 78 13 道路課
市道野路南中央線の延伸整備に係る支援について
【国への要望】

　市道野路南中央線（（都）大江霊仙寺線）は、隣接する市域間を南北に結ぶ幹線道路であるととも
に、国道１号や（都）大津湖南幹線といった主要幹線道路の補助幹線としての機能を併せ持つ重要な道
路である。
　令和５年（２０２３）３月に一部区間を供用したところであり、当該道路のストック効果を早期に発
揮すべく、引き続き次年度以降も延伸予定区間の事業進捗が図れるよう支援を国に働きかけていただき
たく、特段の配意をお願いしたい。

継続

39 80 14 公園緑地課
牟礼山（むれやま）公園の用地取得および今後の整備等に
ついて
【県への要望】

　牟礼山公園は、昭和４７年に都市計画決定をされた公園であり、草津市と大津市の両域に跨り、か
つ、びわこ文化公園都市将来ビジョンの対象地域内にあるため、県が管理する文化ゾーンと一体的な活
用を行うことで、県民の憩いの場として貴重な施設になることから、用地取得および今後の整備や維持
管理等を県で対応いただくことについて、特段の配意をお願いしたい。

継続

建設部
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40 46 1
上下水道
施設課

湖南中部浄化センターにおける中間水路の水質改善
について【県への要望】

　湖南中部浄化センターにおける中間水路は、水草の大量繁茂や浮遊ゴミ等の滞留により景観の悪化や
船舶航行の障害となっている。特に夏場には臭気が発生し、生活環境への悪影響や帰帆島のイメージダ
ウンにつながっているため、毎年、除草や浮遊ゴミ等の撤去を実施いただいているが、抜本的な解決に
は至っていない。
　このため、令和７年度に水流発生装置の実証実験を実施され、現在、その効果を検証のうえ、中間水
路の抜本的な水質改善に向けた検討を進めていただいているところであり、具体的な対策を早期に実施
いただくよう特段の配意をお願いしたい。

継続 ○ ○

41 82 2
上下水道
総務課

水道事業への財政支援の拡充について
【国への要望】

　水道施設は住民の命や生活を支える最重要のライフラインである。そのため、水道施設の耐震化や老
朽化による更新は、国全体として早急に進めなければならない。
　能登半島地震などを受け、国において、水道の地震対策に係る補助制度の一部見直しがなされ、資本
単価要件とは別に新たに加速要件が補助要件に加わり、地震対策に係る国庫補助採択基準の緩和等が図
られた。
　しかしながら、当採択基準の緩和は限定的でハードルが高く、十分な人員体制や資金力等が確保され
ていない事業体（自治体）にとっては、緩和とは到底言えないものである。
　昨今、全国各地で頻発する大規模な水道管漏水事故などにより、水道施設の老朽化対策の必要性につ
いては、全国的な関心が高まっているものの、広範囲にわたる更新が必要なことや、近年の物価高騰等
も相まって、事業費は年々増加している。このように、莫大な事業費を要しているにも関わらず、国庫
補助採択基準の緩和は、まだまだ十分になされていない状況である。
　ついては、令和６年度から水道事業が国土交通省へ移管され、上下水道一体として整備や管理等を進
めていくという国の主旨を鑑み、水道施設の耐震化や老朽化による更新に対し、水道事業体（自治体）
の実情を十分に踏まえた国庫補助制度の創設や採択基準の緩和等を、国に働きかけていただきたく、特
段の配意をお願いしたい。

継続

42 48 1 教育総務課
学校施設環境改善交付金の確実な事業採択ならびに補助単
価および上限額の引き上げについて
【国への要望】

　学校施設の改修や設備の更新工事等に係る学校施設環境改善交付金の確実な事業採択ならびに補助単
価および上限額の引き上げについて、国に働きかけていただきたく、特段の配意をお願いしたい。

継続 ○

43 49 2
学校教育課
学校政策
推進課

小中学校の正規教員の適正な配置と、臨時講師・非常勤講
師の人材確保と紹介について
【県への要望】

　年度当初から欠員が生じないよう、小中学校に正規職員を適正に配置いただきたい。また、臨時講
師・非常勤講師ができる人材を県で確保していただくとともに、学校の要望に応じて紹介していただく
システムの構築や、学校現場に適した人材の紹介についても、特段の配意をお願いしたい。
　さらに、国が進める学校の指導・運営体制の充実に向け、専科指導教員（教科担任制・英語専科）や
生徒指導担当の拡充についても、正規職員の配置となるよう特段の配意をお願いしたい。

継続 ○ ○

44 51 3
児童生徒
支援課

特別支援教育充実のための人的配置および「地域で学ぶ」
支援体制強化事業補助金について
【国への要望、県への要望】

　特別支援教育（インクルーシブ教育）の充実のため、次の３点について特段の配意をお願いしたい。
・特別支援教育コーディネーターの専任化
・医療的ケアのための看護職員配置事業における県基準の緩和,ならびに,人材確保のための体制整備と
　補助制度の拡充(単価の引き上げ)に関する国への働きかけ
・インクルーシブ教育推進スタッフの増員および県基準の緩和

継続 ○ ○ ○

45 84 4 学校教育課 小中学校の業務改善について【県への要望】

　小中学校の教職員の業務負担を軽減するため、学校の業務改善の推進について、特段の配意をお願い
したい。
　また、専門職であるスクールカウンセラー・スクールソーシャルワーカーの増員、スクールサポート
スタッフの補助拡充など、「学校における働き方改革取組計画」の具現化についても、一層積極的に取
り組んでいただくよう、特段の配意をお願いしたい。

継続 ○

46 85 5 学校教育課
養護教諭の人的配置の拡充について
【国への要望】

　複雑化・多様化する養護教諭の業務負担の軽減や児童生徒へのきめ細やかな対応のため、正規職員の
義務標準法の複数配置基準緩和について、国に働きかけていただきたく、特段の配意をお願いしたい。

継続 ○

47 54 6
歴史

文化財課
歴史活き活き！史跡等総合活用整備事業補助金等の適切な
確保について【国への要望】

　国指定史跡である芦浦観音寺跡や草津宿本陣の史跡整備や埋蔵文化財発掘調査について、歴史活き活
き！史跡等総合活用整備事業補助金等を用いて取り組んでいる。令和８年度の史跡整備においては要望
額が措置される見込みであるが、継続して適正な補助金配分がなされるよう国に働きかけていただきた
く、特段の配意をお願いしたい。

継続 ○

合計 28 1 11 9
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